
「
評
価
・
育
成
シ
ス
テ
ム
」

の
本
格
実
施
が
強
行
さ
れ
て

か
ら
今
年
で
10
年
が
経
過
し

ま
し
た
。

泉
北
教
組
は
、
和
泉
市
・

高
石
市
・
忠
岡
町
の
各
教
育

委
員
会
と
11
年
３
月
に
左
記

の
よ
う
な
確
認
を
し
て
い
ま

す
。
そ
の
後
に
行
わ
れ
る
こ

と
に
な
っ
た
「
授
業
ア
ン
ケ
ー

ト
」
に
つ
い
て
は
、
別
途
確

認
が
あ
り
ま
す
が
、
「
評
価
・

育
成
シ
ス
テ
ム
」
本
体
に
つ

い
て
は
、
こ
れ
が
直
近
の
確

認
で
あ
り
、
そ
の
後
変
更
さ

れ
て
い
ま
せ
ん
。

も
し
も
、
こ
の
確
認
に
反

す
る
事
態
が
発
生
し
た
場
合

は
、
泉
北
教
組
ま
で
連
絡
く

だ
さ
い
。

設
定
し
た

目
標
は
尊
重

教
職
員
が
主
体
的
に
設
定

し
た
目
標
は
尊
重
さ
れ
ま
す
。

管
理
職
が
強
制
的
に
書
き
直

さ
せ
る
こ
と
は
「
教
職
員
が

学
校
の
目
標
達
成
に
向
け
た

個
人
目
標
を
主
体
的
に
設
定

し
、
校
長
等
の
支
援
を
受
け

な
が
ら
目
標
の
達
成
に
取
り

組
み
、
自
己
点
検
と
校
長
等

に
よ
る
評
価
、
取
り
組
み
の

改
善
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、

教
職
員
の
意
欲
・
資
質
能
力

の
向
上
、
教
育
活
動
等
の
充

実
及
び
学
校
の
活
性
化
に
資

す
る
」
と
い
う
シ
ス
テ
ム
の

趣
旨
に
反
し
ま
す
。
ま
た
、

書
き
直
さ
な
か
っ
た
行
為
そ

の
も
の
が
評
価
の
対
象
に
さ

れ
る
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

評
価
は絶
対
評
価

職
場
内
の
他
の
教
職
員
と

比
較
し
て
評
価
し
た
り
、
Ｓ

や
Ａ
の
割
合
を
決
め
て
評
価

す
る
こ
と
は
、
シ
ス
テ
ム
の

趣
旨
に
反
し
ま
す
。
管
理
職

の
評
価
に
納
得
で
き
な
い
場

合
、
市
町
教
育
委
員
会
に
苦

情
を
申
し
立
て
る
こ
と
が
で

き
ま
す
。
和
泉
市
で
は
過
去

に
苦
情
が
認
め
ら
れ
、
評
価

が
変
更
さ
れ
た
例
が
あ
り
ま

す
。ま

た
、
評
価
基
準
に
記
載

さ
れ
た
「
求
め
ら
れ
る
行
動

パ
タ
ー
ン
」
は
、
あ
く
ま
で

例
示
で
あ
り
、
教
職
員
に
強

制
さ
れ
る
も
の
で
は
あ
り
ま

せ
ん
。

№１９６５ 泉北教育 ２０１４年５月１９日 （２）

評価・育成システムについて泉北教組が和泉市教委・高

石市教委・忠岡町教委と確認した事項（２０１１年３月）

１．２００４年、２００５年に行った「教職員の評価・育成システ

ム」に関わる「府教委回答」と「和泉市（高石市・忠岡町）教委回

答」については厳守する。

２．憲法２３条で「学問の自由」、学校教育法２８条で「教諭は児

童の教育をつかさどる」が規定されているように、教員は子どもの

成長・発達のため、教育上の権限をもつ。また、「教育上の権限」

について、最高裁判決で「教授の具体的内容及び方法につきある程

度自由な裁量が認められなければならない」「一定の範囲における

教授の自由が保障されるべき」と示されている点は、和泉市（高石

市・忠岡町）教委としても認める。

３．目標設定について

教職員が主体的に設定した目標は尊重されるものである。「教職

員が目標の修正・変更を行わなかった場合」に、「業績評価の際に

設定目標を考慮して評価を行う」とは、目標の修正・変更を行わな

かった行為について行うものではない。

４．自己申告票の目標は当該教職員が主体的に設定、校長が一方的

にこれを変更することは考えていない

５．教育活動は自主的・創造的な営みであることから、「求められ

る行動パターン」は、あくまで例示であり、教職員に強制されるも

のではない。

６．評価について

①評価基準については「絶対評価である」「上位評

価者が増えることは望ましいことだ。」

②手引き改訂前、改訂後の評価基準に変更はない。

評価基準を抑制する考えはない。

７．目標設定の自己申告票及び達成状況の自己申告

票について

①育成（評価）者は、最終提出期限までに提出されたものは、必ず

受理しなければならない。

②最終提出期限までに育成（評価）者へ自己申告票を提出している

者については、目標設定面談が行われていない、または終了してい

ない場合であっても、自己申告票の不提出扱いにはならない。

組合に加入して、｢教育基本条例」「評価・育成システム｣をなくそう！


